
脱炭素化に向けたエネルギー政策の動向
～電気と熱をテーマに持続的なエネルギー利用を考える～

令和元年10月11日
九州経済産業局 資源エネルギー環境課
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ゼロエミ２０（再エネ８＋原子力１１）
→３０年２４（再エネ１４＋原子力１０）
→さらに拡大 ＋ 海外低炭素化も

エネルギー政策のメガトレンド

エネルギー選択の流れ

石油 １０→７０％
水力と石炭 ９０→３０％

石油 ７０→４０％
ガスと原子力 ０→３０％

脱石炭
（国内炭→原油）

脱石油
（石油危機→石油価格高騰）

脱炭素
（石油価格不透明、温暖化）

エネルギー政策のメガトレンド

※ここでの脱○○は、依存度を低減していくという意味。 3



2002年6月 エネルギー政策基本法

2014年4月 第四次エネルギー基本計画
○総合資源エネルギー調査会で審議 → 閣議決定
○原発：可能な限り低減・安全最優先の再稼働 再エネ：拡大（2割を上回る）
○3年に一度検討（必要に応じ見直し）

2015年7月 長期エネルギー需給見通し（エネルギーミックス）
○総合資源エネルギー調査会で審議 → 経産大臣決定
○原発：20-22%（震災前3割） 再エネ：22-24%（現状から倍増）
○エネルギー基本計画の検討に合わせて必要に応じ見直し

2003年10月 第一次エネルギー基本計画
2007年 3月 第二次エネルギー基本計画
2010年 6月 第三次エネルギー基本計画

2018年7月 第五次エネルギー基本計画
○2030年の計画と2050年の方向性
○2030年 ⇒ エネルギーミックスの確実な実現
○2050年 ⇒ エネルギー転換・脱炭素化への挑戦

エネルギー基本計画とエネルギーミックス
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経済効率性（電力コスト）

自給率
(Energy Security)

現状よりも引き下げる

＜３Ｅ＋Ｓに関する政策目標＞

温室効果ガス排出量
(Environment)

欧米に遜色ない
温室効果ガス削減目標

安
全
性
が
大
前
提

安
全
性(S

afety)

震災前（約２０％）を
更に上回る概ね２５％程度

(Economic Efficiency)

エネルギーミックス（2015年7月）～３Ｅ＋Ｓの同時実現～
一次エネルギー供給

電源構成

2010年度
（震災前）

2016年度
（現在）

2030年度
（将来）

再エネ 8％
原子力 11％

化石全体：81％
ＬＮＧ 18％
石油 40％
石炭 23％

原子力 1％ 再エネ
13～14％

原子力
11～10％

化石全体：76％
ＬＮＧ 18％
石油 33％
石炭 25％

化石全体：89％
ＬＮＧ 24％
石油 40％
石炭 25％

再エネ 10％

2010年度
（震災前）

2016年度
（現在）

2030年度
（将来）

化石

非化石 再エネ
22～24％

原子力
22～20％

再エネ 15％

原子力 25％

火力全体：65％
ＬＮＧ 29％
石油 9％
石炭 28％

火力全体：84％
ＬＮＧ 42％
石油 9％
石炭 32％

火力全体：56％
ＬＮＧ 27％
石油 3％
石炭 26％

原子力 2％

再エネ 9％

風力 1.7％

地熱
1.0～1.1％

太陽光
7.0％

ﾊﾞｲｵﾏｽ
3.7～4.6％

水力
8.8～9.2％
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2016年度

2010年度

経済成長1.7%/年2010年度

2030年度
2016年度

徹底した
省エネ

2013年度
(ミックス策定時)

2010年度

2016年度

2030年度

2030年度

2016年度
2010年度

2030年度

2016年度

2010年度

※四捨五入の関係で合計があわない場合がある。
※2030年度の電力コストは系統安定化費用0.1兆円を含む。 出所）総合エネルギー統計(確報値)等を基に資源エネルギー庁作成

取
組
指
標

成
果
指
標

震災前
（2010年度）

震災後
(2013年度)

足下
(2016年度)

ミックス
（2030年度） 進捗状況

①ゼロエミ電源
比率

35％
再エネ9%
原子力25％

12%
再エネ11%
原子力1%

16%
再エネ15％
原子力2％

44％
再エネ22~24％
原子力22~20％

②省エネ
(原油換算の

最終エネルギー消費)

3.8億kl
産業・業務：2.4
家 庭：0.6
運 輸：0.9

3.6億kl
産業・業務：2.3
家 庭：0.5
運 輸：0.8

3.4億kl
産業・業務：2.1
家 庭：0.5
運 輸：0.8

3.3億kl
産業・業務：2.3
家 庭：0.4
運 輸：0.6

③CO2排出量
(エネルギー起源) 11.4億トン 12.4億トン 11.3億トン 9.3億トン

④電力コスト
(燃料費＋
FIT買取費)

5.0兆円
燃料費：5.0兆円
(原油価格84$/bbl)

FIT買取：0兆円

9.7兆円
燃料費：9.2兆円
(原油価格110$/bbl)
数量要因＋1.6兆円
価格要因＋2.7兆円

FIT買取：0.5兆円

6.2兆円
燃料費：4.2兆円
(原油価格48$/bbl)
数量要因▲1.0兆円
価格要因▲4.1兆円

FIT買取：2.0兆円

9.2~9.5兆円
燃料費：5.3兆円
(原油価格128$/bbl)

FIT買取:3.7~4.0兆円

⑤エネルギー
自給率

(1次エネルギー全体)
20％ 6％ 8% 24％

7

30年エネルギーミックスの進捗 ～着実に進展。他方で道半ば～
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第5次エネルギー基本計画における コージェネに関する記載

(出典) 第5次エネ基をもとにコジェネ財団まとめ



電力（CO2:5.0億→3.6億トン）

原子力 熱・産業

低コスト化
調整力・ＮＷ対策

社会的信頼
の獲得

非電力(CO2:6.5億→5.7億トン)

火力

ゼ
ロ
エ
ミ
：
17→

44
％

火
力
：
83→

56
％

非化石電源比率の達成×高効率化

徹底した省エネ
（△5,030万kl）

化石燃料 不確実性を踏まえた柔軟かつ戦略的な調達・供給

次世代
への対応

（EV/FCV）
２.0億→
1.5億トン

省エネと
ゼロエミへの布石
熱:1.3億→0.9億トン
産業:3.2億→3.3億トン

※ここでの｢熱｣は業務・家庭部門の非電力需要、｢産業｣は産業部門の非電力需要のことを指す

運輸

省エネ

再エネ

9

2030年エネルギーミックス実現へ向けた課題(2015年度→2030年度)
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（参 考）



再エネ・原子力・化石燃料
に並ぶ第4のエネルギー源に

①産業・業務部門の深掘り
ｰ企業間連携による省エネ

②貨物輸送の効率化
ｰ荷主・輸送事業者の連携強化
ｰEV・PHV/ FCVの普及加速

③業務・家庭部門の深掘り
ｰ機器間連携による省エネ
ｰ住宅・ビルのゼロ・エネルギー化

④水素の更なる利活用
ｰ水素基本戦略の着実な実施

⑤低炭素な熱供給の普及
ｰ熱の面的利用等

2030年を目途としたエネルギー源ごとの対策

主力電源に

①発電コスト低減
ｰ国際水準を目指す
②事業環境を改善
ｰ規制のリバランス
ｰ長期安定的な電源へ

③系統制約解消へ
ｰ「新・系統利用ルール」の創設

④調整力を確保
ｰ広域的・柔軟な調整
ｰ発・送・小の役割分担整備
ｰカーボンフリー調整力の開発

再エネ省エネ等 原子力 火力・資源

火力の低炭素化・
資源セキュリティの強化

①高度化法・省エネ法の整備
ｰ非化石価値取引市場を創設等

②クリーンなガス利用へのシフト
ｰコジェネの更なる高効率化等

③資源獲得力強化
ｰEV普及に備えた鉱物資源確保
ｰ国際資源マーケットの育成・活用等

④有事・将来への強靱性強化
ｰ燃料供給インフラの次世代化
ｰ天然ガスサプライチェーンの強化等

⑤国内資源・技術の有効活用
ｰ大規模地熱発電の開発促進
ｰ国産資源開発等

横断的課題（システム改革・グローバル展開・イノベーション）
自由化の下での経済性（競争の促進）と公益性（低炭素化等の実現）の両立、海外展開促進、AI/IoT利用等

依存度低減、安全最優先の
再稼働、重要電源

①更なる安全性向上
-自主的安全性向上のための「新組織」の設立と
行政等によるサポート強化

②防災対策・事故後対応強化
-新たな地域共生の在り方の検討

③核燃料サイクル・バックエンド対策
-国内事業者間連携・体制強化と国際連携

④状況変化に即した立地地域対応
-短期から長期までの柔軟かつ効果的な支援

⑤対話・広報の取組強化
-データに基づく政策情報提供と対話活動の充実

⑥技術・人材・産業の維持・強化
-安全を支える人材と知の維持へ

●2030年のエネルギーミックスへ向けた対応は着実に進展しているが、道半ば。
●引き続き、３E＋Sの基本に沿って、2030年のエネルギーミックスの確実な実現へ向け、エネルギー源ごとの対
策等を深掘りし、着実に推進していく。
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2030年エネルギーミックス実現へ向けた対応の方向性
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（年）
※ 1970年、1990年、2012年のエネルギー消費効率を100とする

３５％改善

 2030年度に最終エネルギー需要を対策前比で原油換算5,030万kl程度削減（▲13％）。
 オイルショック後並みのエネルギー消費効率（最終エネルギー消費量/実質GDP）の改善（35%）が必要。

2030年度
（省エネ対策後）

2013年度
（実績）

3.61億kl

経済成長
1.7％／年

3.26億kl程度

3.76億kl

徹底した省エネ
5,030万kl程度削減

エネルギーミックスにおける省エネ対策

エネルギー消費効率の改善エネルギーミックスにおける最終エネルギー需要

対策前

熱
ガソリン
都市ガス
等７５％

電力
２５％ 電力

２８％
程度

熱
ガソリン

都市ガス
等７２％
程度

産業
1,042万kl

業務
1,226万kl

運輸
1,607万kl

家庭
1,160万kl

12
2030年においても、エネルギーの72％は熱利用向け。
熱利用の低炭素化がきわめて重要。
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安全保障面でも
『天然ガス』は重要
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熱の供給方法
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熱の低炭素化に向けた取り組み

経済産業省基本政策分科会（第23回会合）資料より

エネルギー基本計画において、「熱の低炭素化」を進めるうえで、コージェ
ネは重要な対応策と位置づけ。



17出典：総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会資料

災害時の調整力
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地域における再生可能エネルギーの活用モデル

出典：再生可能エネルギー大量導入・次世代電力NW小委員会
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（参考）シュタットベルケについて

出典：再生可能エネルギー大量導入・次世代電力NW小委員会



2018
エネ基

3年見直し

2030

実現重視の直線的取組
（PDCAサイクル）

具体的な行動目標
（Target）

（＝2030年ミックス）

 自給率 6%→概ね25%
 電力コスト抑制
 CO2排出25%削減

①Plan

②Do

③Check

④Action

野心的なビジョン
（Goal）

低炭素を超え、
脱炭素化に挑戦

①Observe

②Orient
（方向付け）
③Decide
（決定） ④Act

多様な選択肢による
複線シナリオ
（OODAサイクル）

 相応の蓋然性をもって
予見可能な未来
（予見性⇔現実的）

 インフラ・システム所与

 既存の人材
 既存の技術
 既存のインフラ

 不確実であり、それゆえ可
能性もある未来
（不確実性⇔野心的）
（VUCA：Volatility, Uncertainty, Complexity, 

Ambiguity）

 インフラ・システム可変

 人材育成
 技術革新
 インフラ更新

複雑で予測困難な環境下での2050年シナリオ設計に適した複線シナリオ
～ 「多様性を加味したしなやかなシナリオ」とするため、

常に最新の情勢・技術を360度で把握し、行動するプロセスが必要。
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21【公募期間：2019.5月下旬～2019.11.29】
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（参考）
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資料：GLOBAL NOTE 出典：IEA

（参考） 世界の一次エネルギー使用量ランキング
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